度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金交付要綱
（目的）
第１条　この要綱は、家庭用新エネルギー設備（以下「対象設備」という。）を新たに設置する者に対し、予算の範囲内において補助金を交付することにより、環境への負荷の少ない自然エネルギーの有効利用を推進することを目的とする。
２ 前項の補助金の交付に関しては、度会町補助金等交付規則（昭和57年度会町規則第６号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。
（定義）
第２条 この要綱において「対象設備」とは、次に掲げる要件に適合したものとする。
(1)　住宅用太陽光発電設備

　　ア　設置前において使用に供されたものを除く。
　　イ　低圧系統と逆潮流有りで連系するものであること（単相３線又は単相２線式100ボルト／200ボルト　50ヘルツ／60ヘルツ）。なお、自立運転機能の有無は問わない。
　　ウ　太陽電池の出力を監視する等により、全自動運転（自動起動及び自動停止）を行うものであること。
　　エ　架台だけでなく太陽電池モジュールも含めた太陽電池アレイとして据え、当該建築物においては太陽電池アレイを含めて建築基準法に準拠した設計がなされていること。
　　オ　増設を除く。

　(2)　CO２冷媒ヒートポンプ給湯器
　　ア　CO２冷媒を使用していること。
　　イ　COP（エネルギー消費効率）が3.0以上もしくは、APF（年間給湯効率）3.0以上のCO２冷媒ヒートポンプ給湯器であること。
　(3)　小型風力発電設備
ア　風力でブレード（風車の羽根）を回し、その回転運動を発電機に伝えて発電する設備で、発電機の定格出力が200W以上のもの。
イ　市街地等の風況でも安定した発電ができること。
ウ　強風時における安全対策が施されていること。
エ　騒音が発生しないこと。
オ　プロペラなどの回転部に容易に人が接触することがないよう、人の手の届かない高さに設置する及び周囲に柵を設けるなどの措置がとられていること。
（補助金の対象者）
第３条 補助金の交付を受けることができる者は、本町が行う普及啓発活動に協力できる者であって、前条各号に定める要件に適合した対象設備を新たに設置し、次の各号のいずれかに該当する者とする。
(1)　現に自らが所有し、かつ、居住する住宅に新たに対象設備を設置しようとする者

(2)　自らが所有し、かつ、居住するための住宅を新築しようとする者で、新築しようとする住宅に対象設備を設置しようとする者

(3)　対象設備を設置した新築住宅を、自らが所有し、かつ居住するため購入しようとする者
２　前項に規定する「普及啓発活動」とは、町からの情報提供、アンケート等への協力とする。
（補助金の額）
第４条 補助金の額は、次に掲げるとおりとする。

(1)　住宅用太陽光発電設備　１件当たり６万円
(2)　前号と同時に設置するCO２冷媒ヒートポンプ給湯器　１件当たり２万円
(3)　小型風力発電設備　１件当たり６万円
（補助金の交付の申請）
第５条　補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、あらかじめ補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添付して町長に提出しなければならない。
（補助金の交付の決定等）
第６条　町長は、前条の補助金交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助金の交付の可否を決定するものとする。
２　町長は、補助金を交付することを決定したときは、その旨を補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。
３ 町長は、補助金の不交付を決定したときは、その旨を補助金不交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。
（補助金の交付申請内容の変更等）

第７条　前条第２項の規定による補助金の交付決定を受けた申請者（以下「補助金交付決定者」という。）は、申請内容を変更しようとするとき又は補助対象事業を中止しようとするときは、変更等承認申請書（様式第４号）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。

２　町長は、前項の規定による申請について承認したときは、変更等承認通知書（様式第５号）により当該申請をした者に通知するものとする。

（実績報告）
第８条 補助金交付決定者は、対象設備の設置を完了したときは、完了日から起算して30日以内又は当該年度の３月末日のいずれか早い日までに、実績報告書（様式第６号）に必要な書類を添付して町長に報告しなければならない。なお、完了日とは設置工事、竣工検査を終了し、電力受給契約を締結して、かつ支払いを終了した日とする。
（補助金の額の確定）
第９条 町長は、前条の実績報告書を受理した場合は、その内容を審査し、必要に応じて行う現地調査等により、対象設備が補助金交付の決定内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金交付額確定通知書（様式第７号）により補助金交付決定者に通知するものとする。
（補助金の交付）
第10条 前条の規定による通知を受けた補助金交付決定者は、速やかに補助金交付請求書（様式第８号）により町長に補助金の交付を請求するものとする。

２　町長は、前項の規定による請求を受理したときは、速やかに補助金を交付するものとする。
（処分の制限）
第11条 補助金交付決定者は、対象設備の耐用年数の期間内において、当該対象設備を処分しようとするときは、あらかじめ処分承認申請書（様式第９号）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。
２　前項に規定する対象設備の耐用年数は次のとおりとする。

(1)　住宅用太陽光発電設備　15年

(2)　 CO２冷媒ヒートポンプ給湯器　６年
(3)　小型風力発電設備　15年

（補則）
第12条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。
　　　附　則（平成24年３月30日告示第12号）
この告示は、平成24年４月１日から施行する。
　
　　附　則（平成25年４月18日告示第24号）
　この告示は、公布の日から施行し、改正後の度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金交付要綱の規定は、平成25年４月１日から適用する。
様式第１号（第５条関係）
　　　年　　月　　日

度会町長　様
申請者住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者氏名　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL　　　　　　　）

補助金交付申請書
度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金交付要綱第５条に基づき、下記のとおり申請します。
	補助事業の名称
	度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金

	設置する設備の区分
	□住宅用太陽光発電設備

□CO２冷媒ヒートポンプ給湯器を含む住宅用太陽光発電設備

□小型風力発電設備

	対象設備の設置先
	□申請者住所と同じ

□度会町　　　　　　　　　　　番地

	交付申請額
	　　　　　　　　円

	設置予定業者名
及び連絡先
	（業者名）
（担当者氏名）

（連絡先）

	着工予定日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	完了予定日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	備考
	


※完了日とは設置工事、竣工検査を終了し、電力受給契約を締結して、かつ支払いを終了した日とします。
様式第２号（第６条関係）
度会町指令第　　　号
　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様

度会町長
交付決定通知書
度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金については、下記のとおり交付の決定を行いましたので、度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金交付要綱第６条第２項に基づき通知します。
記
１　補助金交付の対象となる設備の内容は、補助金交付申請書に記載されたとおりとします。
２　交付の決定を行った補助金額は次のとおりとします。

円

３　補助金の交付の条件は、次のとおりです。

(1)　申請内容を変更しようとする場合又は交付しようとする場合は、変更等承認申請書（様式第４号）を提出し、町長の承認を受けること。
(2)　補助対象事業完了後、完了日から起算して30日以内又は当該年度の３月末日のいずれか早い日までに、実績報告書（様式第６号）を提出すること。
（注）本用紙を大切に保管してください。（５年間）
様式第３号（第６条関係）

　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
度会町長
不交付決定通知書
先に申請のありました度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金については、下記の理由により交付しないことと決定しましたので通知します。
記

（理由）

様式第４号（第７条関係）
　　　年　　月　　日
度会町長　様

住所

氏名　　　　　　　　　　印
変更等承認申請書
　先に交付決定を受けた度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金について、下記のとおり変更・中止したいので、承認願いたく申請します。
記
交付決定年月日　　　　　　　　年　　月　　日
交付決定番号　　　　　度会町指令第　　　号
１．事業の変更
（変更前）
（変更後）

（変更理由）

２．事業の中止

（中止理由）

様式第５号（第７条関係）

　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　様
度会町長

変更等承認通知書

先に申請のありました度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金については、下記のとおり承認することに決定しましたので通知します。
記

１．変更または中止の内容
２．承認の条件

様式第６号（第８条関係）
　　　年　　月　　日

度会町長　様
住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（交付決定者）氏名　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL　　　　　　　）

実績報告書
度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金交付要綱第８条に基づき、下記のとおり報告します。
	補助事業の名称
	度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金

	設置する設備の区分
	□住宅用太陽光発電設備

□CO２冷媒ヒートポンプ給湯器を含む住宅用太陽光発電設備

□小型風力発電設備

	対象設備の設置先
	□申請者住所と同じ

□度会町　　　　　　　　　　　番地

	交付決定額
	　　　　　　　　円

	設置業者名

及び連絡先
	（業者名）

（担当者氏名）

（連絡先）

	着工日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	完了日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	備考
	添付書類別紙のとおり



※完了日とは設置工事、竣工検査を終了し、電力受給契約を締結して、かつ支払いを終了した日とします。

（別紙）

添付書類　
□住宅用太陽光発電設備

　□設置にかかる領収書の写し（機器費、工事費等の内訳がわかるもの）
　□設置状態がわかる写真
□電力会社との電力需給契約書の写し
□売買契約書、請負契約書の写し
□CO２冷媒ヒートポンプ給湯器を含む住宅用太陽光発電設備

　□設置にかかる領収書の写し（機器費、工事費等の内訳がわかるもの）
　□設置状態がわかる写真
□保証書の写し
□売買契約書、請負契約書の写し
□小型風力発電設備
　□設置にかかる領収書の写し（機器費、工事費等の内訳がわかるもの）
　□設置状態がわかる写真
□保証書の写し
□売買契約書、請負契約書の写し
様式第７号（第９条）
度会町指令第　　　号
　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　様

度会町長

補助金交付額確定通知書

先に交付決定した度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金については、下記のとおり額の確定を行いましたので、度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金交付要綱第９条に基づき通知します。
記

１．交付額　　　　　　　　　円
２．補助金の交付の条件は、次のとおりです。

(1)　対象設備をその法定耐用年数の期間、善良なる管理者の注意をもって管理してください。この場合において、天災地変その他補助事業者の責に帰することのできない理由により対象設備が毀損され又は、滅失したときは、その旨を届け出てください。

(2)　対象設備の法定耐用年数の期間内において、当該対象設備を処分しようとするときは、あらかじめ処分承認申請書（様式第９号）を提出し、その承認を受けてください。

（注）本用紙を大切に保管してください。（５年間）

様式第８号（第10条）

　　年　　月　　日　　
　　　度会町長　　様

住所
氏名　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL　　　　　　　　）
補助金支払請求書
　度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金交付要綱第10条第１項の規定に基づき、下記のとおり補助金を請求します。

記

１．支払請求額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	金融機関名
	
	本・支店名
	

	預金種別
	普通・当座・貯蓄
	口座番号
	

	口座名義
	フリガナ

	
	


２．振込先

様式第９号（第11条）

　　　　年　　月　　日

度会町長　様

住所　〒

氏名

処分承認申請書

度会町家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金交付要綱第11条第１項の規定に基づき、下記のとおり財産処分の承認を申請します。
記

１．処分の方法

該当する項目を○で囲んでください。
売 却・譲 渡・交 換・貸 与・担 保・廃 棄・その他
※「その他」については具体的に

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２．処分の時期

　　年　　月　　日から（　　　　年　　月　　日まで）

３．処分の理由

４．収益額（処分により収益があった場合は、その額を記載してください。）






